
目 次

利用上の注意･･････････････････････････････････････････････････････････････ 1

令和３年経済センサス‐活動調査の概要･････････････････････････････････････ 5

概　　　況････････････････････････････････････････････････････････････････

統 計 表

、 （ ）第１表 特性別 立地環境小分類 小売業・飲食サービス業・生活関連サービス業

別の事業所数、従業者数、売上（収入）金額及び売場面積･･･････････18

第２表 商業集積地区（商店街）の小売業・飲食サービス業・生活関連サービス業

別、都道府県別、市区町村別の商店街数、事業所数、大規模小売店舗数、

大規模小売店内事業所数、従業者数、売上（収入）金額及び売場面積

付 録

経済センサス‐活動調査規則･････････････････････････････････････････････552

産業分類一覧･･･････････････････････････････････････････････････････････560

令和３年経済センサス‐活動調査調査票 ･･････････････････････････････････614

01 北 海 道････････････ 38

02 青 森 県････････････ 66

03 岩 手 県････････････ 74

04 宮 城 県････････････ 82

05 秋 田 県････････････ 94

06 山 形 県････････････ 100

07 福 島 県････････････ 108

08 茨 城 県････････････ 120

09 栃 木 県････････････ 132

10 群 馬 県････････････ 140

11 埼 玉 県････････････ 148

12 千 葉 県････････････ 170

13 東 京 都････････････ 190

14 神 奈 川 県････････････ 226

15 新 潟 県････････････ 248

16 富 山 県････････････ 260

17 石 川 県････････････ 266

18 福 井 県････････････ 272

19 山 梨 県････････････ 278

20 長 野 県････････････ 284

21 岐 阜 県････････････ 298

22 静 岡 県････････････ 308

23 愛 知 県････････････ 322

24 三 重 県････････････ 344

25 滋 賀 県････････････ 352

26 京 都 府････････････ 358

27 大 阪 府････････････ 368

28 兵 庫 県････････････ 402

29 奈 良 県････････････ 420

30 和 歌 山 県････････････ 426

31 鳥 取 県････････････ 432

32 島 根 県････････････ 436

33 岡 山 県････････････ 442

34 広 島 県････････････ 448

35 山 口 県････････････ 458

36 徳 島 県････････････ 464

37 香 川 県････････････ 468

38 愛 媛 県････････････ 472

39 高 知 県････････････ 478

40 福 岡 県････････････ 482

41 佐 賀 県････････････ 502

42 長 崎 県････････････ 506

43 熊 本 県････････････ 514

44 大 分 県････････････ 522

45 宮 崎 県････････････ 528

46 鹿 児 島 県････････････ 534

47 沖 縄 県････････････ 544

10



利用上の注意 

この統計表は、令和3年6月1日現在で実施した経済センサス-活動調査結果のうち、小売業、飲食サービ

ス業及び生活関連サービス業を営む事業所について立地環境特性の区分及び定義（表1）により特性付け

を行い再集計したものである。  

1.立地環境特性及び大規模小売店舗内事業所の格付け方法

個々の事業所の立地環境特性及び大規模小売店舗内事業所の格付けは、以下の定義による。

(1) 立地環境特性の区分及び定義は、原則として都市計画法に基づいて設定している（表1）。 

(2) 大規模小売店舗とは、大規模小売店舗立地法で定める店舗面積（小売業を行うための店舗に供され

る床面積）が1,000㎡を超える店舗で届け出のあったものを指す。個々の事業所毎に、この大規模小

売店舗内に出店しているか否かの判別に基づき決定する。複数の商業集積地区を跨ぐ大規模小売店舗

も存在する。 

表1 立地環境特性の区分及び定義 

特性番号及び区分 
定 　義 

商業集積地区細分 

10 商 業 集 積 地 区 主に都市計画法第8条に定める「用途地域」のうち、商業地域及び近隣商業地域

であって、商店街を形成している地区をいう。 

11 駅周辺型商業集積地区 ＪＲや私鉄などの駅周辺に立地する商業集積地区をいう。ただし、原則として地

下鉄や路面電車の駅周辺に立地する地域は除く。 

12 市街地型商業集積地区 都市の中心部（駅周辺を除く）にある繁華街やオフィス街に立地する商業集積地

区をいう。 

13 住宅地背景型商業集積地区 住宅地又は住宅団地を後背地とする商業集積地区をいう。 

14 ロードサイド型商業集積地区 国道あるいはこれに準ずる主要道路の沿線を中心に立地している商業集積地区

をいう（都市の中心部にあるものを除く）。 

15 その他の商業集積地区 上記「11 駅周辺型商業集積地区」～「14 ロードサイド型商業集積地区」までの

区分に特性付けされない商業集積地区をいい、観光地や神社・仏閣周辺などにあ

る商店街なども含まれる。 

20 オ フ ィ ス 街 地 区 主に都市計画法第8条に定める「用途地域」のうち、商業地域及び近隣商業地域

であって、上記「10 商業集積地区」の対象にならない地区をいう。 

30 住 宅 地 区 主に都市計画法第8条に定める「用途地域」のうち、第一種・第二種低層住居専

用地域、第一種・第二種中高層住宅専用地域、第一種・第二種住居地域、準住居

地域及び田園住居地域をいう。 

40 工 業 地 区 主に都市計画法第8条に定める「用途地域」のうち、工業専用地域、準工業地域

及び工業地域をいう。 

50 そ の 他 地 区 都市計画法第7条に定める市街化調整区域及び上記「10 商業集積地区」～「40 工

業地区」までの区分に特性付けされない地域をいう。 
（注１） 個々の事業所における用途地域の格付けにあたっては、その過程において国土交通省「国土数値情報（用途地域）」を利用して

いる。 

（注２） 上記数値情報については、令和3年経済センサス-活動調査の実施日である令和3年6月1日現在の都市計画法上の用途地域との時

間的な差異及び空間的誤差が生じる場合がある。 

2.用語の解説

(1) 事業所 

事業所とは、経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を備えているものをい
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う。 

・ 一定の場所（1区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること。 

・ 従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていること。 

(2) 従業者 

令和3年6月1日現在で、当該事業所に所属して働いている全ての人をいう。したがって、他の会社など

の別経営の事業所へ出向又は派遣している人も含まれる。一方、当該事業所で働いている人であっても、

他の会社などの別経営の事業所から出向又は派遣されているなど、当該事業所から賃金・給与（現物給与

を含む。）を支給されていない人は従業者に含めない。 

なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給されていなくても従業者としている。 

(3) 売上（収入）金額  

原則として令和2年1年間の商品等の販売額又は役務の提供によって実現した売上高、営業収益、完成

工事高などをいう。有価証券、土地・建物、機械・器具などの有形固定資産など、財産を売却して得た収

入は含めない。 

(4) 売場面積（法人組織の小売業のみ）  

令和3年6月1日現在で、事業所が商品を販売するために実際に使用している売場の延床面積（食堂・喫

茶、屋外展示場、配送所、階段、連絡通路、エレベーター、エスカレーター、休憩室、洗面所、事務室、

倉庫等、また、他に貸している店舗（テナント）分は除く。）をいう。  

ただし、牛乳小売業（宅配専門）、自動車小売業（新車・中古）、建具小売業、畳小売業、ガソリンス

タンド、新聞小売業（宅配専門）の事業所については売場面積の調査を行っていない。  

(5) 立地環境特性  

商店街の形成の有無及び都市計画法に基づき、表1の特性により区分・定義した。 

なお、一つの商店街とは、小売業、飲食店及びサービス業を営む事業所が近接して30店舗以上集積して

いるものをいう。  

(6) 商業集積地区  

商店街を形成している地域の立地環境特性をいう。概ね一つの商店街を一つの商業集積地区とする。 

なお、「一つの商店街」の定義に該当するショッピングセンターや多事業所ビル（駅ビル、寄合百貨店

等)は、原則として一つの商業集積地区とする。 

商業集積地区と定義された区域は、設定基準に基づき集積細分11～15に細分する（表1）。 

(7) 大規模小売店舗  

大規模小売店舗立地法で定める店舗面積（小売業を行うための店舗に供される床面積）が1,000㎡を超

える店舗で届け出のあったものを指す。 

また、大規模小売店舗内に立地する事業所を大規模小売店舗内事業所という。 

3.集計対象等

立地環境特性編は、令和3年経済センサス-活動調査の調査結果で「小売業」「飲食サービス業」「生活

関連サービス業（リネンサプライ業、火葬・墓地管理業を除く）」に格付けられた事業所（表2に示す①、

調査対象事業所）のうち、以下のすべてに該当する事業所（表2に示す②、集計対象事業所）について、

立地環境特性の区分の定義（表1）により再集計したものである。  
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・ 管理、補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと 

・ 産業細分類が格付不能の法人組織の事業所又は産業小分類が格付不能の個人経営（法人でない団

体を含む）の事業所ではないこと（小売業のみ） 

・ 産業小分類が格付不能の事業所ではないこと（飲食サービス業及び生活関連サービス業のみ） 

このため、別途公表している『令和3年経済センサス-活動調査 産業別集計 卸売業、小売業に関する

集計』及び『令和3年経済センサス-活動調査 産業横断的集計（事業所に関する集計）』の各第1表の集

計結果と事業所数、従業者数は一致しない。  

なお、売場面積については、当該調査項目の数値が得られた事業所が同じであることから、同値となっ

ている（表2）。 

表2 「法人組織の事業所と個人経営の事業所の合計」の表における比較 

集計表名 事業所数 従業者数 

（人） 

売上（収入）金額 

（百万円） 

売場面積 

（㎡） 

小売業 ① 産業別集計（総括表）第1表 880,031 7,540,345 

(※1) 

138,180,412 

(※2) 

136,952,597 

産業別集計（都道府県表）第1表 

② 産業別集計（総括表）第2表以降 755,015 6,464,650 

(※1) 

133,257,457 

(※2) 

136,952,597 

産業別集計（都道府県表）第2表以降 

産業別集計（市区町村表） 

立地環境特性編 755,015 6,604,539 146,531,691 136,952,597 

飲食サービス業 ① 産業横断的集計 売上編 第1-1表(※3) 509,635 3,790,703 15,204,135 - 

② 立地環境特性編 506,706 3,753,065 15,207,671 - 

生活関連サービス

業 

① 産業横断的集計 売上編 第1-1表(※3,4) 360,958 1,311,861 9,075,083 - 

② 立地環境特性編 355,068 1,196,591 7,965,875 - 

※1 産業別集計は「臨時雇用者」を含めていない。 

※2 産業別集計は「年間商品販売額」を集計している。 

※3 産業横断的集計は「法人でない団体」及び「外国の会社」を含めていない。 

※4 産業横断的集計は「リネンサプライ業」及び「火葬・墓地管理業」を含めている。 

4.記号及び注記

(1) 売上（収入）金額は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

(2) 「-」は該当数値なし、「0」は四捨五入による単位未満であることを示している。 

(3) 「x」は、集計対象となる事業所数が 1又は 2であるため、集計結果をそのまま公表すると個々の報

告者の秘密が漏れるおそれがある場合に該当数値を秘匿した箇所である。また、集計対象が 3以上の事

業所に関する数値であっても、集計対象が 1 又は 2 の事業所の数値が合計との差引きで判明する箇所

は、併せて「x」としている。 

(4) 第 2 表について、市区町村を跨ぐ商業集積地区があるため、『令和 3 年経済センサス-活動調査 産

業別集計 卸売業、小売業に関する集計 市区町村表』と一致しない場合がある。 
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5.本書の編集・作成と問合せ先

4

本書は、e-Stat 政府統計の総合窓口に掲載されている『令和３年経済センサス-活動調査』の

「立地環境特性編」（2024 年 6 月 25 日公開）とそれらの関連情報を基に、経済産業統計協会に

おいて編集・作成したものです。

本書に関する問合せは、以下にお願いします。

本書に掲載されたデータを引用・転載する場合は、出典の表記をお願いします。

　　一般社団法人 経済産業統計協会　　電話 03-3561-2974

　　http://www.etisa.or.jp

https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/census/r3result/r03_index.html



